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耐震補強の方法 

耐震補強は「大地震動後、構造体の補修をすることなく建築物を使用できることを目標

とし、人命の安全確保に加えて十分な機能確保が図られる」ことを目標としています。過

年度成果（平成 18年度「本庁舎耐震診断業務報告書」）では、以下の耐震補強工法を挙げ

ています。 

 

<強度抵抗型補強> 

〇在来工法による補強（耐震壁、ブレース工法等） 

 

<応答制御型補強> 

〇制震工法による補強（履歴系ダンパー、粘性系ダンパー等） 

〇免震工法による補強（免震レトロフィット） 

 

今回、耐震補強計画を検討するにあたっては、本庁舎の平面・立面・断面的な特徴を踏

まえて、以下の方向性を示します。 

 

① 耐震診断結果から最大１．５倍の建物耐震強度の増加を図る必要があり、強度抵抗型在来工

法の検討に際しては、ＳＲＣ造コア部を除く鉄骨造部分以外に補強可能位置は見当たらな

いことから、在来型の補強工法は、ブレース補強工法を採用します。 

 

② 基礎免震工法は本庁舎建物の場合、地下が存在すること、基礎として杭が必要で工事費が莫

大となることが明らかに予想されるため、現実的でないと判断します。従って、応答制御型

の耐震補強は、粘性系のオイルダンパーによる制震補強工法を採用します。 
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（ア）耐震補強計画案（在来補強工法） 

過年度成果では、Ｘ方向（東西）の構造耐震判定指標 GIs値=0.69~0.99、Ｙ方向（南北）

GIs値=0.69~1.12で X方向、Ｙ方向共に GIs値が耐震診断基準による要求性能を下回って

おり、耐震補強部材を使用し、平面的・立面的にバランスよく耐力を増強する耐震補強が

必要と記されています。本年度においてもその考えを妥当として位置付けます。 
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（イ）耐震補強計画案（制震補強工法） 

耐震診断の方法は地震に対する建物の強度をもとに算定するため、在来補強工法では、

補強部材が地震力に対抗する補強として適用されます。一方で、制震補強工法は補強部材

が地震力のエネルギーを吸収する工法であり、耐力が算定されるものではなく、耐震診断

の方法が適用できないため、制震補強工法の場合は、動的解析手法により検討することが

妥当とされています。本年度においてもその考えを妥当として同じ位置づけを行います。 
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（ウ）耐震補強計画案のまとめ 

過年度の耐震補強計画案においては、 

 

〇強度抵抗型工法（在来工法である鉄骨ブレース工法） 

〇応答制御型工法（制震工法としてオイルダンパー付きブレース工法） 

 

の比較検討の結果、在来工法である鉄骨ブレース補強では、現状の事務室空間の機能の

阻害が避けがたく、コスト面においても同等であり、機能阻害が最小限にとどめられる制

震工法が優れていると判断しています。 

本年度においても強度抵抗型工法（在来工法である鉄骨ブレース工法）と応答制御型工

法（制震工法としてオイルダンパー付きブレース工法）を比較検討した場合、執務空間の

機能障害が最小限にとどめられる応答制御型工法（制震工法としてオイルダンパー付きブ

レース工法）が妥当であると考えます。 
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